
■第２次総合計画

１． 総合計画で掲げている施策の基本方針

２． 行政の主な取り組みと構成事務事業一覧

① 地籍調査事業

1

３． 総合計画で掲げている成果指標・目標値

地籍調査進捗率

４． 施策方針（めざす姿）に対する現状評価

５． 施策の進捗状況の評価［施策方針（めざす姿）の達成に向け、施策がどの程度進捗しているか］

予定以上に進んでいる

予定どおり進んでいる

少し遅れている

大幅に遅れている

６． 今後の施策展開と歳出抑制の考え方（平成30～32年度までの3か年の主な取組）

施策 2-1 計画的な土地利用の推進

建設水道部 菱田　一義

施策方針
（めざす姿）

歴史的、自然的、社会的特性を踏まえ、市民が快適な生活を送ることができるよう、長期的な展望のもとで、総合的かつ計画的な土地の活用、保全を推進
します。

施策評価表

基本目標 2
安全で快適な　住み良い　まちづくり 所管部局 所管部局長の氏名

【都市基盤・防災・環境】

評価結果

事業別予算名・事務事業名・事業内容（実績） 担当課
根拠 財政 事業 実施 関与 施策 今後の

法令 負担 種別 方法 必要性 貢献度 方向性
H29決算額 H30予算額

2,039 971 国規定 県一部
サー
ビス

委
⑥権利
保護

行政の主な取り組み 予算額（単位：千円） 事務事業の概要

Ｂ 縮小一筆ごとの土地の所有者、地番、地目を調査し、境界の位置と面積を測量する調
査。

地籍調査事業 住宅都市計画課

47.5 H27 47.5 H29 47.8 H33

め ざ す
目 標 値

指標名 単位
計画策定時 実績値（現状） 目標値

年度 年度 年度

％

施策方針（めざす姿）に対する主な成果 施策方針（めざす姿）の達成に向けての課題

　一筆ごとの土地の所有者、地番、地目を調査し、境界の位置と面積を測量することがで
きた。

　土地所有者との境界立会の工程までに多くの困難が、伴い、境界確定に至ら
ないケースが多々ある。

進捗状況区分 評価 理　由

◎

○
○

▲

×

歳出抑制（歳入確保）の考え方

1 認証まで至らないケースが多いので、事業の見直しを図る。

　地籍調査を毎年度実施し進捗はしている。実施は、調査地区を広範囲に設定しているため、土地筆数に比例し、権利関係の調
査、相続人の調査等が増えている。また、土地調査に伴い境界確認を実施しているが、現況と相違する箇所が多く境界の確定ま
で至らないケースが多い。

2
立会困難な土地所有者に対して、郵送・訪問などにより積極的に進
めていく。

2 認証まで至らないケースが多いので、事業の休止も検討する。

具体的内容 説明（特定財源、補完・代替措置等）

施策展開の考え方

1 地元の事情に精通した推進員に意見を求め、地籍調査を推進する。

Ｎｏ．区分
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■第２次総合計画

１． 総合計画で掲げている施策の基本方針

【参考】施策に関連する個別計画

２． 行政の主な取り組みと構成事務事業一覧

① 生活交通対策事業

1

2

3

4

② 土木総務事務事業

1

③ 道路台帳整備事業

1

④ 市道維持補修事業

1

⑤ 道路ストック老朽化対策事業

1

計画名称 計画概要 策定年月 計画期間 備考

施策 2-2 交通網の整備
建設水道部 菱田　一義

施策方針
（めざす姿）

広域幹線道路と生活道路は、それぞれの機能が十分に発揮できるように計画的な整備、維持・管理を推進します。また、養老鉄道や民営バス等の地域公共
交通の確保・維持を目指します。

施策評価表

基本目標 2
安全で快適な　住み良い　まちづくり 所管部局 所管部局長の氏名

【都市基盤・防災・環境】 市民環境部 寺村　典久

海津市舗装修繕計画
今後老朽化していく道路施設について、従来の対処療法的な修繕から計画
的・予防保全的な維持管理手法への転換を図り、LCC削減や舗装の長寿命化
を図る。

平成25年12月
平成26年度～
平成30年度

平成30年度改定

平成26年度～
平成35年度

平成30年度改定

海津市地域公共交通網形成計画
公共交通利用促進事業の実施、交通結節点の整備、バス路線の再編、地域
との協働による利用促進

平成27年7月
平成27年度～
平成31年度

平成32年度改定予定

海津市橋梁長寿命化修繕計画
橋梁は年とともに劣化や損傷が生じるが、それらが進行して大きな被害が発
生しないよう、計画的に点検や修繕工事を行い、効率的な維持管理を行う。

平成25年1月

行政の主な取り組み 予算額（単位：千円） 事務事業の概要 評価結果

生活交通路線（名阪近鉄バス海津線）対策事業 市民活動推進課

5,554

実施 関与 施策 今後の

法令 負担 種別 方法 必要性 貢献度

根拠 財政 事業

方向性

サー
ビス

他

義務

養老鉄道養老線対策事業 市民活動推進課

82,621 128,618

維持
管理

他
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持

⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持

養老鉄道美濃津屋駅、美濃山崎駅、美濃松山駅の3駅のトイレについて、駅のあるそ
れぞれの地元の区・自治会に日常の清掃管理を依頼し、地元と連携するなどして清潔
なトイレを維持するための管理を行った。

180 180 なし 単費

駅トイレ管理事業 市民活動推進課

6,873 義務 ―

海津市地域公共交通網形成計画に基づき、定時定路線３路線とデマンド交通を運行し
た。

2,437 3,229 なし 単費
①該当

なし

コミュニティバス運行事業 市民活動推進課

91,767 98,576 義務
国・県・
単費

サー
ビス

補

委

現状
維持

養老線存続のため経営の安定化を図る必要があり、負担金・補助金により支援を行っ
た。

平成29年度沿線市町支援額：大垣市 93,866千円、桑名市 76,784千円、海津市 82,621
千円、養老町 67,309千円、神戸町 62,890千円、揖斐川町 52,857千円、池田町 61,449
千円

⑦維持
確保

Ｓ

維持
管理

委
①該当

なし
Ａ

現状
維持道路管理上の基礎的事項を総括して把握する為、新規路線や既存市道区域に変更等

があった箇所について道路台帳の整備（認定・補正）を行った。

⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持

生活交通路線（名阪近鉄バス海津線）存続のため、沿線市町と協調し名阪近鉄バス株
式会社の欠損額に対し補助金を支出した。

　大垣駅前（輪之内町・養老町経由）海津庁舎間　21.0㎞　平均運行回数 8.3回（＝往
復）
　大垣駅前（輪之内町・養老町経由）今尾間　16.1㎞　平均運行回数 8.6回（＝往復）

道路台帳整備事業 建設課

3,892 6,000 義務 単費

維持
管理

サー
ビス

他
国・県・
協調

Ａ
現状
維持・土木設計積算ｼｽﾃﾑの適切な運用を図る為、同ｼｽﾃﾑの維持管理業務を委託した。

土木総務事務事業 建設課

道路ストック老朽化対策事業 建設課

170,031 242,387 義務 国一部
維持
管理

委
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持

・安全で円滑な交通の確保・沿道や第三者への被害を防止するため道路施設の点検
を行い、計画的かつ効率的に補修工事を実施し、交通の安全の確保を図った。
　橋梁補修設計 N=2橋、橋梁補修工事に伴う現場管理委託業務 N=3橋
　路面調査及び補修工法検討業務 N=4路線
　道路法に基づく橋梁点検 N=526橋
　橋梁補修工事　N=5橋　路面補修工事　N=4路線
（主な工事）
　橋梁補修工事（大谷橋）、舗装補修工事（長久保地内）など

委
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持

・道路管理者として道路の適正な維持管理を実施。
　市道維持補修（単契）N=104件　　道路補修合材(360袋）、凍結防止剤購入
　除草（県道・市道）作業委託、道路除雪作業委託
　道路補修測量設計委託　N=6工区　道路補修工事など22件
（主な工事）
　舗装補修工事、道路維持（除草）工事など

市道維持補修事業 建設課

H29決算額 H30予算額

単費
維持
管理

108,879 98,968 義務

事業別予算名・事務事業名・事業内容（実績） 担当課
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⑥ 道路整備事業

1

2

⑦ スマートIC整備事業

1

⑧ 街路樹管理事業

1

【参考】個別計画で掲げている目標値

３． 総合計画で掲げている成果指標・目標値

道路改良　道路整備施工延長

コミュニティバス運行　年間輸送人員（小学生通学利用除く）

４． 施策方針（めざす姿）に対する現状評価

５． 施策の進捗状況の評価［施策方針（めざす姿）の達成に向け、施策がどの程度進捗しているか］

予定以上に進んでいる

予定どおり進んでいる

少し遅れている

大幅に遅れている

H35

市道沿いの街路樹の管理を適正に実施することにより、緑豊かなまちづくりの推進を
図る。

126,810 H27 101,933 H29 135,000 H33

め ざ す
目 標 値

指標名 単位
計画策定時 実績値（現状） 目標値

年度 年度 年度

人
ｍ 533 H27 982 H29 1,000 H33

施策方針（めざす姿）に対する主な成果 施策方針（めざす姿）の達成に向けての課題

【市民活動推進課】
・養老鉄道や民営バス等の地域公共交通については、沿線３市７町にて策定した「養老線
交通圏地域公共交通網形成計画」の計画的な実施の下、国・県の支援を受け事業実施し
ており、また、養老鉄道㈱共連携し集客に努めており、平成２６年度以降利用者も増加傾
向にある。さらには観光振興とのタイアップとして、「観光タクシー」の運行を具体化すること
ができた。

【建設課】
・道路ストック老朽化対策事業として、管内の全橋梁の点検及び診断を計画どおり実施す
ることができた。
・橋梁及び舗装の修繕において、劣化・老朽化の進行により補修の優先度の高い箇所から
順次修繕を進め、道路網の安全性・信頼性の確保ができた。

【住宅都市計画課】
・年間を通して、緑豊かな景観を維持できるように、市道沿いの街路樹の剪定等を実施し
た。

【市民活動推進課】
・H27.10にコミュニティバスの再編を行ったが、利用者自体は年々減少傾向にあ
り、利用を促すためのPR活動の推進を図る必要がある。中でも、高齢者の方から
「デマンドバスの予約が分からない」との意見もあり、老人会への説明が「必要であ
る。

【建設課】
・年々市民からの要望や苦情が増加、多様化するなか、限られた予算で計画どお
り実施していく事が難しくなるため、市民のニーズを踏まえた上で、個別計画の見
直しが必要である。

【住宅都市計画課】
・樹木の成長により、見通しが悪くなり、交通安全上支障をきたすことが無いよう対
策が必要である。

進捗状況区分 評価 理　由

◎

○

○

　公共交通の確保・維持については、鉄道の養老線では沿線3市4町にて策定した「養老線交通圏地域公共交通網形成計画」、コミュ
ニティバス等では、「海津市地域公共交通網形成計画」をそれぞれ策定し交通網の整備を行った。その結果、鉄道については乗客数
も増加傾向にあり、市内を走るコミュニティバスやデマンド交通の利用者については減少傾向にあるが、概ね予定通り進めることが
できた。
　建設関係では限られた予算で全ての事業に対して満足のいく成果は得られにくいなか、施策方針における重要性の高い事業につ
いては、予定どおり進めることができた。
　また、市道の管理については、年間を通して、市道沿いの街路樹の剪定等の実施により、緑豊かな景観を維持することができた。▲

×

縮小

・市内地域間の連携や広域交通、災害時の緊急連絡を担う主要地方道や一般県道の
改良整備や歩道整備など幹線道路網の整備促進を図った。
　（主）岐阜南濃線（平原地内）　道路台帳補正
　（一）木曽三川公園線（内記地内）　用地測量、現地測量、路線測量、道路予備設計
　（一）津島南濃線（福岡地内）　側溝新設

市道改良事業 建設課

43,305

負
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持

県道改良負担金事業 建設課

1,606 9,000 県規定

単費
施設
整備

委
⑦維持
確保

建設課

46,103 59,464 なし 国一部
施設
整備

委
⑦維持
確保

Ａ

修繕実施橋梁数 橋 1 H26

Ａ
現状
維持

・海津スマートインターチェンジ(仮称)およびアクセス道路の測量設計業務を実施
・事業地内の維持（除草）工事を実施
・海津スマートインターチェンジ（仮称）およびアクセス道路の用地買収を実施（基金買
戻し）

指標名 説明・備考 単位
計画策定時

街路樹管理事業 住宅都市計画課

6,455 7,081 委
⑦維持
確保

Ｂ
現状
維持

5 H29 40

スマートＩＣ整備事業

なし 単費
維持
管理

45,415 なし

駒野駅900人/日
石津駅490人/日

H31

実績値（現状） 目標値

年度 年度

海津市舗装修繕計画

修繕実施舗装延長 ｍ

海津市地域公共交通網形成計画

900 H26 5,084 H29 9,673 H30

海津市橋梁長寿命化修繕計画

年度

養老鉄道駒野駅・石津駅の乗降者
数

平日の養老鉄道駅別乗降調査結果 人

駒野駅900人/
日

石津駅482人/
日

H26

駒野駅1,148人
/日

石津駅503人/
日

H29

・自治会要望に対して計画的に市道整備を実施し、生活環境の向上を図った。また、
道路用地取得に伴う用地測量等を実施し、必要とされる用地の取得、物件の補償を実
施。
　市道整備に伴う用地測量及び嘱託登記業務 N=4工区、未登記道路嘱託登記業務
　上記に伴う用地取得 N=6筆 ΣA=350.7㎡及び物件移転補償 N=3件
　市道整備工事 N=13件
（主な工事）
　側溝改良工事（幡長地内）、道路改良工事（庭田地内）など

単費・
地方債

施設
整備
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６． 今後の施策展開と歳出抑制の考え方（平成30～32年度までの3か年の主な取組）

3

区分 Ｎｏ．

1
養老鉄道の存続については、沿線市町と協力しながら、アクションプラ
ンの実施により利用促進を図る。（市民活動推進課）

鉄道利用者の増にかかる事業推進。

施策展開の考え方

2
コミュニティバスの利用促進については、老人クラブの集まりの場など
で、利用方法の説明などを実施し目標達成に努める。（市民活動推進
課）

利用者増加施策として、定時定路線については運行路線
の見直し、デマンドバス運行については、運行（予約）説
明の実施。

歳出抑制（歳入確保）の考え方

2
コミュニティバス運行については、利用者増に係る施策と共に、運行
会社からの費用内容の確認。（市民活動推進課）

5 街路樹の剪定及び消毒の回数の見直しを図る。（住宅都市計画課）

具体的内容 説明（特定財源、補完・代替措置等）

5
市道沿いの街路樹を適正な管理により、緑豊かなまちづくりの推進を
図る。（住宅都市計画課）

1
養老鉄道に関しては、人件費の抑制、鉄道施設については、適正な
管理の下、維持管理費の減を図る。（市民活動推進課）

3
専門的知識を必要とする事業が増える中、職員の技能・知識の習得
のため、各種講習会等に参加して、自己のスキルアップを図る。（建設
課）

4
施策方針に影響を与えないよう、限られた財源の中で事業の優先性
を見直しつつ、サービスの向上を目指す。（建設課）

橋梁点検において、ME養成講座を履修し、委託に頼っていた業務を
直営で実施することにより、経費の節減を図る。（建設課）

4
サービスの低下とならないよう、必要な事業に対して最小経費で効果
が得られるような工夫を取り入れ、事業の優先性を見直す。（建設課）
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■第２次総合計画

１． 総合計画で掲げている施策の基本方針

２． 行政の主な取り組みと構成事務事業一覧

① 交通安全啓発事業

1

2

3

4

② 防犯対策事業

1

2

③ 交通安全施設管理事業

1

３． 総合計画で掲げている成果指標・目標値

刑法犯認知件数

交通安全施設　整備カ所

４． 施策方針（めざす姿）に対する現状評価

施策 2-3 防犯対策・交通安全対策の充実
建設水道部 菱田　一義

施策方針
（めざす姿）

安心を実感できる生活環境の実現に向けて、市民の防犯意識や交通安全意識の高揚を促進するとともに、地域における防犯活動への支援や計画的な交通
安全施設の充実を推進します。

施策評価表

基本目標 2
安全で快適な　住み良い　まちづくり 所管部局 所管部局長の氏名

【都市基盤・防災・環境】 市民環境部 寺村　典久

行政の主な取り組み 予算額（単位：千円） 事務事業の概要 評価結果

事業別予算名・事務事業名・事業内容（実績） 担当課
根拠 財政 事業 実施 関与 施策 今後の

法令 負担 種別 方法 必要性 貢献度 方向性
H29決算額 H30予算額

⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持

防犯の諸政策や警察署の実施する防犯対策の諸活動に協力する、海津地区防犯協
会の運営及び活動に要する経費に補助金を交付した。
○協会の活動概要･･･地域安全指導員やＭＳリーダーズを委嘱し、育成と活動推進。
市HPにて防犯啓発。小中学生に防犯グッズの配布。「子ども１１０番の家」に対する支
援。地域安全思想の普及宣伝として「地域安全ニュース」を作成し、全戸配布。連れ去
り防止講話・高齢者に対する防犯講話。少年の「たまり場」の実態調査や防犯功労者
を表彰等の実施。

⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持

自治会が設置する防犯灯について、経費の一部に補助金を支出したほか、既存設置
の防犯灯の維持修繕を行った。また、LED化を行った防犯灯のリース代及び電気料金
を負担した。

防犯協会補助事業 市民活動推進課

2,300 2,300 市規定 単費

防犯灯設置事業 市民活動推進課

16,632 14,120 市規定 単費
維持
管理

直・補

サー
ビス

補

交通安全指導事業 市民活動推進課

2,875 2,885 市規定 単費
サー
ビス

直
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持

交通安全指導員２名により、交通弱者に対する交通安全教育・指導を実施した。
　・通学時間帯の交通指導を毎日実施
　・警察署と連携し小中学校、幼稚園、老人クラブ等での交通安全教室の実施

委
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持

補
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持

海津地区交通安全協会の運営及び活動に要する経費の一部に補助金を交付した。
○協会の活動内容･･･安全運動の推進：春・夏・秋・年末の交通安全運動時に啓発活
動、交通安全教育活動の実施：保育園、幼稚園、小中学校、高等学校、老人会（クラ
ブ）等に対し、正しい歩行・自転車の乗り方等の安全指導の実施、交通安全広報活動：
協会だよりの発行、チラシ・啓発グッズの作成・配布、交通安全協力活動：イベント（左
義長、西濃駅伝）の交通整理協力等

交通安全施設管理事業 建設課

35,739 30,600 なし

交通安全協会補助事業 市民活動推進課

2,150 2,150 市規定 単費
サー
ビス

警察や交通安全協会、自治会からの要望により、事故多発地点や危険箇所、通学路
を中心に交通安全施設の整備を図り、交通環境の改善を図った。

国一部
施設
整備

基・カ所 50 H27 68 H29 50

め ざ す
目 標 値

指標名
年度 年度 年度

件 301 H27 267 H29 282 H33

単位
計画策定時 実績値（現状） 目標値

サー
ビス

直
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持

高齢者の運転による交通事故防止を目的に市内在住の65歳以上の方で運転免許証
を自主返納した方６６名に次の支援を行った。
①コミュニティバス回数券（５，０００円）　又は　②養老鉄道1日フリーきっぷ（４，５００
円）及びコミュニティバス回数券（５００円）　又は③名阪近鉄バス　セット回数券（５，００
０円）　④養老鉄道マイレールチケット２１（５，０００円）　のいずれか一つを交付した。

高齢者運転免許自主返納支援事業 市民活動推進課

330 350 市規定 単費

サー
ビス

補
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持

チャイルドシート購入者に対し、補助金を交付した。補助件数　77件、補助金額
353,900円
　対象者：海津市に住民基本台帳を有し、６歳未満の乳幼児を養育している者
　対象要件：乳幼児同一子につき１台（シートの種類問わず）
　補助額：購入金額の３分の１（100円未満切り捨て、上限5,000円）

チャイルドシート購入補助事業 市民活動推進課

354 450 市規定 単費

H33

施策方針（めざす姿）に対する主な成果 施策方針（めざす姿）の達成に向けての課題

【市民活動推進課】
・刑法犯認知件数は減少傾向にあり、目標値として設定した数値は既に達成することがで
きた。

【建設課】
・警察や交通安全協会、自治会からの要望により、事故多発地点や危険箇所、通学路を中
心に交通安全施設の整備を図り、交通環境の改善を図った。

【市民活動推進課】
・安全で安心して暮らせる市民生活の実現に向け、市民の防犯や交通安全意識の
高揚を図り、一人ひとりの注意を喚起するとともに、地域での防犯活動の強化や、
交通安全施設等の充実を図る必要がある。

【建設課】
・既存施設の老朽化により機能低下した施設を更新、および維持管理をする必要
がある。
・市民のニーズが増加、多様化するなか、限られた予算で最大の効果をあげる必
要がある。
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５． 施策の進捗状況の評価［施策方針（めざす姿）の達成に向け、施策がどの程度進捗しているか］

予定以上に進んでいる

予定どおり進んでいる

少し遅れている

大幅に遅れている

６． 今後の施策展開と歳出抑制の考え方（平成30～32年度までの3か年の主な取組）

評価 理　由

歳出抑制（歳入確保）の考え方

1
チャイルドシート購入補助事業の補助金上限を３，０００円に縮減。（市
民活動推進課）

チャイルドシートのリユース・リデュースを促進する。

3
要望箇所ごとに効果的な交通安全施設を整備するとともに、再利用
可能な施設を補修して有効利用するなど、歳出抑制に努める。（建設
課）

具体的内容 説明（特定財源、補完・代替措置等）

施策展開の考え方

1
　防犯対策は、犯罪発生状況等の情報提供、海津警察署、海津地防
犯協会と連携した不審者への声かけ、子供の登下校の見守りを市民
と共に実施。（市民活動推進課）

3 交通事故を防止し、安全、円滑な道路交通を確保する。（建設課）

区分 Ｎｏ．

2
　交通安全対策は、海津警察署、海津地区交通安全協会と連携し、
子供から高齢者までの年齢層に応じた交通安全教育、街頭啓発等を
実施。（市民活動推進課）

2
自治会が設置する防犯灯への補助金については、H32年度より廃止
するものとし、H31年度は周知期間とする。（市民活動推進課）

・市民のニーズを踏まえ、防犯対策及び交通環境の改善に努めることができた。また、目標値も、計画策定時の数値を上回ってお
り、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう体制づくりが展開でききた。

◎

○
○

▲

×

進捗状況区分
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■第２次総合計画

１． 総合計画で掲げている施策の基本方針

２． 行政の主な取り組みと構成事務事業一覧

① 人口減少対策事業

1

② 都市計画事務事業

1

③ 狭あい道路整備事業

1

④ 市営住宅維持管理事業

1

⑤ 空家対策管理事業

1

３． 総合計画で掲げている成果指標・目標値

公営住宅等の入居率

４． 施策方針（めざす姿）に対する現状評価

５． 施策の進捗状況の評価［施策方針（めざす姿）の達成に向け、施策がどの程度進捗しているか］

予定以上に進んでいる

予定どおり進んでいる

少し遅れている

大幅に遅れている

６． 今後の施策展開と歳出抑制の考え方（平成30～32年度までの3か年の主な取組）

施策 2-4 住環境の整備
建設水道部 菱田　一義

施策方針
（めざす姿）

市外への転出抑制、移住・定住人口の増加に向けて、民間活力を活用しながら様々なニーズに応える住環境の整備を促進します。また、住宅ニーズの受け
皿として、空き家の利活用に努めます。

施策評価表

基本目標 2
安全で快適な　住み良い　まちづくり 所管部局 所管部局長の氏名

【都市基盤・防災・環境】 総務部 中島　哲之

行政の主な取り組み 予算額（単位：千円） 事務事業の概要 評価結果

事業別予算名・事務事業名・事業内容（実績） 担当課
根拠 財政 事業 実施 関与 施策 今後の

法令 負担 種別 方法 必要性 貢献度 方向性
H29決算額 H30予算額

⑥権利
保護

Ａ 拡大
空家の実態を調査し、今後の適正な管理、活用促進などの施策推進を図る。

⑦維持
確保

Ａ
現状
維持各種法令、条例、要綱の規定に基づく届出、申請の審査、受理、進達を行う。

空家対策管理事業 住宅都市計画課

162 313 国規定 単費

都市計画事務事業 住宅都市計画課

41,149 42,807 国規定 単費
サー
ビス

直

維持
管理

他

終了・
廃止幅員４ｍ未満の道路を４ｍに拡幅することにより、防災性の向上と住環境の改善を図

る。

維持
管理

委
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持市内７ケ所１３６戸の市営住宅の入居者に安心して居住してもらうための維持管理を行

う。また、美濃平田宿舎２棟６０戸を購入。

市営住宅維持管理事業 住宅都市計画課

66,584 62,696 市規定 単費

狭あい道路整備事業 住宅都市計画課

17,622 4,316 国規定 国一部
施設
整備

他
⑥権利
保護

Ａ 拡大市内に新たに住宅取得する若年層の転入者に対して固定資産税額相当分を３年間交
付。
・H29年度新規申請件数15件（H28　13件）

定住奨励金交付事業 企画財政課

1,549 3,149 なし 単費
サー
ビス

補
①該当

なし

Ａ

◎

○
○

▲

×

年度 年度 年度
め ざ す
目 標 値

指標名 単位
計画策定時 実績値（現状） 目標値

H33

施策方針（めざす姿）に対する主な成果 施策方針（めざす姿）の達成に向けての課題

【企画財政課】
・定住奨励金交付事業については、市外から転入し家屋を取得してもらうことにより、移住
及び定住という方針に合致している。

【住宅都市計画課】
・雇用促進住宅美濃平田町を定住促進住宅として購入し、人口減少対策に繋げる準備が
できた。
・空家等対策協議会を設置し空家等対策計画を策定した。

【企画財政課】
・施策方針には合致しているが、この交付金があるから、海津市に転入して来ると
いうところまでには至っていないため、さらなる周知が必要である。

【住宅都市計画課】
・市営住宅の長寿命化及び廃止予定住宅の居住者の退去や空家等対策計画に
盛り込まれた空家の活用が課題である。

進捗状況区分 評価 理　由

％ 75.9 H27 79.2 H29 85.0

　定住奨励金交付事業は概ね予定通り進んでいる。
　また、借家を希望する移住定住者の居住施設確保の為、雇用促進住宅美濃平田町を定住促進住宅として購入し、人口減少対策
に繋げる準備ができた。さらに、借家、持ち家に拘らない住宅ニーズの受け皿とし、空家等を活用できるよう空家等対策協議会にて
協議された空家等対策計画に盛込まれている。

2 耐用年数の過ぎた住宅の入居者の退去促進。（住宅都市計画課）

2
定住促進住宅の入居率を上げ家賃収入を増やす。（住宅都市計画
課）

歳出抑制（歳入確保）の考え方

1 転入者を増加させることにより、税収の増加を図る。（企画財政課）

具体的内容 説明（特定財源、補完・代替措置等）

施策展開の考え方

1
様々な手段により、一層の周知を図り、転入者の増加を図る。（企画
財政課）

3 空家等の適正な管理を所有者に促す。（住宅都市計画課）

区分 Ｎｏ．
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■第２次総合計画

１． 総合計画で掲げている施策の基本方針

【参考】施策に関連する個別計画

２． 行政の主な取り組みと構成事務事業一覧

① 防災行政無線運営事業

1

② 防災管理事業

1

2

3

③ 防災施設管理事業

1

④ 防災備蓄資機材等整備事業

1

⑤ 地域福祉事業

1

⑥ 災害救助事業

1

⑦ 排水機場管理事業

1

⑧ 河川改修事業

1

海津市耐震改修促進計画
建築物の耐震改修の促進に関する法律第５条の規定に基づく、海津市の区
域内の建築物の耐震診断および耐震改修の促進を図るための計画

平成２８年８月
平成２８年度～
平成３２年度

海津市地域強靱化計画
「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱
化基本法」に基づき、どんな自然災害が起こっても機能不全に陥らず、いつま
でも元気であり続ける強靱な海津市を作り上げるために策定

平成30年１月
平成３０年度～
平成３４年度

施策 2-5 防災対策の充実
建設水道部 菱田　一義

施策方針
（めざす姿）

大規模災害の発生に備え、ハード・ソフトの両面から対策を進めるとともに、市民、事業者、行政の連携による防災・減災体制の強化を図り、強靭なまちづくり
を推進します。

施策評価表

基本目標 2
安全で快適な　住み良い　まちづくり 所管部局 所管部局長の氏名

【都市基盤・防災・環境】 健康福祉部 近藤　敏弘

危機管理局 白木　法久

計画期間 備考

海津市国民保護計画
武力攻撃事態等における住民の避難及び救援等の措置並びに武力攻撃災害
への対処その他市町村が実施する国民保護措置に必要な事項について定め
る

平成２３年３月

海津市地域防災計画
災害対策基本法に基づき、市及び関係機関が処理しなければならない防災に
関する事務または業務について総合的な運営を計画化

平成１９年１月 平成30年2月改正

計画名称 計画概要 策定年月

評価結果

事業別予算名・事務事業名・事業内容（実績） 担当課
根拠 財政 事業 実施 関与 施策 今後の

法令 負担 種別 方法 必要性 貢献度 方向性
H29決算額 H30予算額

維持
管理

委市規定 単費

サー
ビス

補

行政の主な取り組み 予算額（単位：千円） 事務事業の概要

⑦維持
確保

②特定
サ

サー
ビス

直
⑥権利
保護

Ｓ
現状
維持緊急時の情報伝達手段としてデジタル同報系と移動系の車載局、携帯局を維持管理

防災行政無線運営事務事業 危機管理課

13,700 15,154 義務 単費
維持
管理

委

内部
管理

直
⑤支援
安全

Ａ
現状
維持災害対策基本法に基づき、ひとり暮らし高齢者や障がい者など災害時に自力で避難す

ることが困難な方への支援を適切かつ円滑に実施するため作成。

避難行動要支援者名簿整備事業 社会福祉課

21 97 義務 単費

⑦維持
確保

Ｂ
現状
維持

河川改修工事（水路改良工事・排水路整備工事等）の実施
・沢谷川改修工事　（支川改良工　L=22ｍ、仮設道路工　L=115ｍ、伐採　L=79ｍ）
・平田町今尾地内　水路浚渫工事　（浚渫工　V=92㎥、水路除草工　A=116㎡）
・海津町馬目地内　水路改修工事等（河川改修工事　Ｌ＝21.5ｍ）
・河川登記、整備調査測量、改修調査設計委託

⑥権利
保護

Ｓ
現状
維持・排水機場施設等（16施設）の管理運営を適切に行い、水害防止に努めた。

　日常管理　水位観測及び連絡調整

Ａ
現状
維持地域防災センター・中部防災コミュニティーセンター・防災分庁舎及び５箇所の防災倉

庫の維持管理を行う

防災施設管理事業 危機管理課

4,800 2,767

サー
ビス

直
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持火災等災害に見舞われた方への災害見舞金を支給。

災害救助事業 社会福祉課

0 160 市規定 単費

Ａ
現状
維持災害時の備蓄資機材及び食料飲料の備蓄整備を進める

防災備蓄資材等購入及び管理事業 危機管理課

Ａ
終了・
廃止海津市のハザードマップの更新、指定緊急避難場所、指定避難所、減災対策など掲載

する防災ガイドブックを発行し、市民へ周知

危機管理事務事業 危機管理課

8,865 0 なし 単費

Ｂ
現状
維持自主防災組織の活動及び防災資機材、食料飲料の備蓄費用を補助

自主防災組織育成事業 危機管理課

2,400 2,000 市規定 単費
維持
管理

直
②特定

サ

河川改修事業 建設課

23,846 41,760 なし 県一部

排水機場管理事業 建設課

3,505 3,690 義務 国一部
維持
管理

委

施設
整備

委

現状
維持防災士資格取得にかかる費用を補助

防災管理事務事業 危機管理課

660 550 市規定 単費

2,400 4,880 市規定 単費
維持
管理

直
⑦維持
確保

②特定
サ

Ａ
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⑨ 堤防谷敷除草事業

1

⑩ さぼう遊学館管理事業

1

⑪ 建築物耐震化補助事業

1

【参考】個別計画で掲げている目標値

３． 総合計画で掲げている成果指標・目標値

管理食料備蓄数
自主防災組織結成数
耐震診断件数および耐震補強工事補助件数

４． 施策方針（めざす姿）に対する現状評価

５． 施策の進捗状況の評価［施策方針（めざす姿）の達成に向け、施策がどの程度進捗しているか］

予定以上に進んでいる

予定どおり進んでいる

少し遅れている

大幅に遅れている

⑦維持
確保

Ａ
現状
維持地震による住宅の倒壊等を防止し、地震に強いまちづくりを図る。

現状
維持

堤防谷敷除草事業 建設課

41,057 43,482 なし 県一部 委
⑥権利
保護

Ｓ

Ｂ

建築物耐震化補助事業（建築物等耐震化促進事業費補助金交付事業） 住宅都市計画課

371 6,212 国規定
国一部
県一部

サー
ビス

委・補

・一級河川堤防、大榑川堤防、谷敷等及び砂防河川の除草を実施し、安全点検を行っ
た。
（１）除草委託料一級河川堤防除草　　　L= 61.700ｋｍ　A=374,940㎡
　　　大榑川堤防除草　　　　　　　　　　 　L= 7.846ｋｍ　 A=144,488㎡
     その他、谷敷等の除草                L= 2.307ｋｍ　A= 10,900㎡　を実施
（２）除草工事請負費羽根谷・山崎北谷・山崎南谷・河戸谷・志津南谷・徳田谷・腰越
谷・円城寺谷等　L=4.1ｋｍ　A=89,285㎡　を実施

維持
管理

指標名

縮小
・さぼう遊学館施設の適正な維持管理に努めた。
・施設維持管理経費、管理嘱託員の報酬等
・市民に各種イベントを通じて、土砂災害防止事業への啓蒙啓発に努めた。
　(こいのぼり飾り・写生大会・砂防フェア等)

さぼう遊学館運営事業 建設課

28,981 19,612 県規定 県一部
維持
管理

直
⑥権利
保護

説明・備考 単位
計画策定時 実績値（現状）

91 H27 93 H29

目標値

年度 年度 年度

海津市耐震改修促進計画

住宅の耐震化率 住宅・土地統計調査に合わせて検証 ％ 64 H28 64.0 H29

○

○

▲

×

【社会福祉課】
・要避難者名簿の作成により、近隣住民の関心を高め、現状対象者の把握に努めた。

【建設課】
・河川改修事業は、関係住民の理解が得られず事業進捗が遅れている箇所がある。
・堤防谷敷除草事業やさぼう遊学館運営事業、概ね計画どおり事業を進めることができ
た。

【住宅都市計画課】
・昭和５６年５月以前に着工した木造住宅の耐震診断希望者に相談員を派遣し耐震診断を
行った。

【危機管理課】
・防災講話やリーダー研修会等を通じて、自分たちの町は自分たちで守るという意識のも
と、自治会ごとに備蓄資機材や非常食を準備したりするところが増えてきた。

【社会福祉課】
・同意率の向上

【建設課】
・堤防谷敷除草事業については地元自治会等に委託しているが、高齢化に伴い、
担い手不足となるなど、委託先を継続して確保することが必要である。

【住宅都市計画課】
・木造住宅の耐震診断で、改修の工事費が示されるが、改修に至るケースが少な
い。

【危機管理課】
・災害時に行政がすべて助けてくれるだろうと言う考えもまだまだあるので、災害に
強いまちを造るために住民の意識を変える必要がある。

進捗状況区分 評価 理　由

Ｈ32

実績値（現状）
指標名

H33

計画策定時

H33組織 100

H33

施策方針（めざす姿）に対する主な成果 施策方針（めざす姿）の達成に向けての課題

件 22 H29 33

め ざ す
目 標 値

95.0

目標値

年度

◎

単位

22,950 H27 23,100 H29 20,000

年度 年度

食

　ソフト面の防災体制の充実では、避難行動要支援者名簿を活用した実効性のある避難支援がなされるよう、平常時から避難行動
要支援者と接している自治会長、区長、民生委員、児童委員、社会福祉協議会等と協力し、情報の共有を図った。
　また、防災士養成講座開催により、防災士を養成するとともに、自主防災組織を結成する自治会が少しずつではあるが、毎年増え
てきており、市民に自助・共助の意識の浸透が図かられ、地域の防災力が向上してきている。
　ハード面においては、河川改修事業で、一部事業の進捗が遅れている箇所があるが、堤防谷敷除草事業については、担い手不足
が懸念されるものの、概ね予定どおり進んでいる。
　なお、家屋の耐震補強では、昭和５６年５月以前に着工した木造住宅の耐震診断希望者に相談員を派遣し耐震診断を行った。

H27 8
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６． 今後の施策展開と歳出抑制の考え方（平成30～32年度までの3か年の主な取組）

1
避難行動要支援者名簿により、近隣住民との助け合いの関係性を高
め、避難支援や安否確認、日頃からの見守り活動に役立てる。（社会
福祉課）

施策展開の考え方

4
木造住宅耐震診断は、自己負担がないので、積極的にＰＲしていく。
（住宅都市計画課）

3
大規模災害に備え、地域の安全を図るため、必要個所を改修する。
（建設課）

5
家屋の倒壊から命を守るため、耐震シェルター等の設置に支援してい
く。（住宅都市計画課）

1
自治会長、民生委員協議会定例会の場を活用し手渡し、できるよう努
める。（社会福祉課）

2
排水機場施設等の管理運営を適切に行い、水害防止に努める。（建
設課）

6
防災研修等で、市職員では言いにくい事をはっきり言ってもらえるよ
う、外部の大学教授等に講演を依頼する。　（危機管理課）

区分 Ｎｏ．

4 国・県の補助を活用していく。（住宅都市計画課）

具体的内容 説明（特定財源、補完・代替措置等）

2
改修工事ではなく、既存施設の効果が十分発揮できるよう、管理業務
により安全を確保する。（建設課）

3
関係住民の理解が得られない河川改修工事については、規模縮小も
検討する。（建設課）

5
防災タウンミーティング等の県事業を活用し、講師費用を賄う。（危機
管理課）

歳出抑制（歳入確保）の考え方
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■第２次総合計画

１． 総合計画で掲げている施策の基本方針

２． 行政の主な取り組みと構成事務事業一覧

① 常備消防管理事業

1

② 火災予防対策事業

1

2

3

4

③ 救急対策事業

1

2

④ 救急対策事業/常備消防車両等資器材管理事業

1

⑤ 救急対策事業/消防職員研修事業

1

2

⑥ 非常備消防管理事業/消防団活動事業/水防事務事業/水防活動事業

1

⑦ 非常備消防管理事業

1

⑧ 消防庁舎管理事業

1

⑨ 消防団建物管理事業/水防事務事業/水防施設資器材管理事業

1

施策方針
（めざす姿）

市民の安心・安全を守るため、行政と地域の連携による防火体制の強化を図ります。また、高齢化等を背景に増加が予想される救急・救助に対する体制の強化
を推進します。

施策 2-6 消防・救急体制の充実

施策評価表

基本目標 2
安全で快適な　住み良い　まちづくり 所管部局 所管部局長の氏名

【都市基盤・防災・環境】 消防本部 伊藤　定巳

事業 実施 関与 施策 今後の

法令 負担 種別 方法 必要性
事業別予算名・事務事業名・事業内容（実績） 担当課 H29決算額 H30予算額

根拠 財政

行政の主な取り組み 予算額（単位：千円） 事務事業の概要 評価結果

維持
管理

直
⑥権利
保護

Ｓ
現状
維持

　危険物施設、高圧ガス施設、液化石油ガス施設、火薬関係施設の立入検査を実施し、
不備事項のある施設に対して改修指導を実施した。（立入検査実施数：危険物施設60
件、高圧ガス施設６件、液化石油ガス施設15件、火薬類（煙火消費）4件、合計86件）

⑥権利
保護

Ｓ
現状
維持　平成２９年度「119番通報」受信件数；1,945件、「火災」出動件数；３３件、「救急」出動件

数；１，８３２件、「救助」出動件数；３７件、「警戒」出動件数；１７９件

保安対策事業 消防本部

118 123 国規定 単費

貢献度 方向性

消防緊急通信指令出場事業 消防本部

461,837 481,216 義務 単費
サー
ビス

直

維持
管理

直
⑥権利
保護

Ｓ
現状
維持

　防火対象物（消防設備の設置義務・防火管理者の選任義務のある施設）の立入検査
を実施し、不備事項のある施設に対して改修指導を実施した。（立入検査実施数：３９９
件）

火災予防対策事業 消防本部

92 89 国規定 単費

サー
ビス

負
⑥権利
保護

Ａ
現状
維持

　防火・防災思想の普及を図るため、講習会（年3回）を実施した。①総会及び消火器・消
火栓取扱説明（参加者：90名）、②救命講習会（参加者：61名）③防災研修会（参加者：
54名）

女性防火クラブ活動事業 消防本部

300 300 市規定 単費

サー
ビス

直
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持　救急出場平均５件/日に対応する為の消耗品（感染防止保護用品、使い捨てパッド、

消毒剤等）購入

救急出動事業 消防本部

3,268 3,556 義務 単費

維持
管理

直
⑥権利
保護

Ｓ
現状
維持　住宅用火災報知器の普及啓発（ホームページ、市報等）を実施するとともに、設置状況

の調査を実施した。（調査世帯：130世帯、設置率：65.4％、条例適合率：38.5％）

住宅用火災警報器設置促進事業 消防本部

189 192 国規定 単費

維持
管理

直
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持　平成２９年度救急資機材備品（自動体外式除細動器（AED)１台、ハイテクバックボード

一式）購入

救急器材等整備事業 消防本部

904 579 義務 単費

サー
ビス

直・委
⑥権利
保護

Ａ
現状
維持　平成２９年度市民等対象にした「普通救命講習」等応急手当講習会開催数；76回、延

べ受講者数；2,748人

応急手当普及啓発事業 消防本部

50 50 国規定 単費

サー
ビス

直
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持　平成２９年度消防職員初任科教育第６６期派遣（２名）、水難救助科等各種専科入校、

消防大学火災調査科（１名）救助科（１名）派遣

消防職員研修事業 消防本部

2,003 1,014 国規定 単費

サー
ビス

直
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持　平成２９年度救急救命士養成所派遣（１名）、救急救命士処置拡大追加講習派遣（４

名）、指導救急救命士養成研修等各種スキルアップ研修会に多数参加

救急隊員研修事業 消防本部

4,214 4,263 国規定 単費

サー
ビス

直
⑥権利
保護

Ｓ
現状
維持　平成２９年度３７６名の消防団員報酬 12,940千円、退職報償金３３名 4,465千円、消防

団員公務災害・福祉共済掛金 9,932千円、消防団員被覆等貸与品購入費等 2,917千円

非常備消防管理事業 消防本部

33,275 35,814 義務 単費

サー
ビス

直
⑥権利
保護

Ｓ
現状
維持　平成２９年度訓練及び災害時出場手当 11,511千円、活動資機材等維持管理費 995千

円

消防団活動支援事業 消防本部

12,581 11,354 義務 単費

維持
管理

直
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持　市内に存置する消防庫（３８棟）等関連施設の維持管理の実施（平成２９年度、駒野新

田消防庫１棟撤去）

消防団建物管理事業 消防本部

3,094 1,923 市規定 単費

維持
管理

直
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持　消防庁舎（本部、南濃分署、平田分署）の光熱費、修繕等維持管理の実施

消防庁舎管理事務事業 消防本部

19,460 13,463 義務 単費

51



2

3

⑩ 常備消防車両等資器材管理事業

1

⑪ 非常備消防資器材等管理事業/水防施設資器材管理事業

1

⑫ 消防水利整備事業

1

2

3

３． 総合計画で掲げている成果指標・目標値

緊急傷病者搬送率

４． 施策方針（めざす姿）に対する現状評価

５． 施策の進捗状況の評価［施策方針（めざす姿）の達成に向け、施策がどの程度進捗しているか］

予定以上に進んでいる

予定どおり進んでいる

少し遅れている

大幅に遅れている

６． 今後の施策展開と歳出抑制の考え方（平成30～32年度までの3か年の主な取組）

維持
管理

直
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持　市内に存置する水防庫（３５棟）等関連施設の維持管理の実施（平成２９年度、戸田水

防庫１棟撤去）

水防施設資器材管理事業 消防本部

1,661 1,032 市規定 単費

内部
管理

直
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持　水防演習・訓練及び水防倉庫等の点検を実施

水防事務事業 消防本部

1,161 1,429 市規定 単費

維持
管理

直
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持　消防団車両（４９両）等非常備消防資機材の維持管理の実施

非常備消防資器材等管理事業 消防本部

10,555 16,532 市規定 単費

維持
管理

直
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持　消防本部及び南濃、平田両分署で保有する消防車両等（１９両）や救助資機材等の維

持管理の実施

常備消防車両等資器材管理事業 消防本部

13,626 10,790 市規定 単費

施設
整備

直
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持　40㎥型耐震性貯水槽等の整備

耐震性防火水槽新設事業 消防本部

0 5,190 市規定 単費

維持
管理

直
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持　平成２９年度、漏水等による防火水槽（12基）改修工事の実施

消防水利施設管理事業 消防本部

6,382 6,316 市規定 単費

施設
整備

直
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持　平成２９年度、筒先・ホース等消火栓備品整備補助金の交付（30自治組織に合計

1,643千円）及び、消火栓（新設も含む）の維持管理の実施

消火栓等水利整備事業 消防本部

8,308 8,870 市規定 単費

16.2 H27 19.3 H29 20.0 H33

め ざ す
目 標 値

指標名 単位
計画策定時 実績値（現状） 目標値

年度 年度 年度

％

施策方針（めざす姿）に対する主な成果 施策方針（めざす姿）の達成に向けての課題

・平成２３年６月から運用開始した高齢者等への救急キット配布数は、平成３０年３月末で
（1,453件）に達した。救急現場で有効活用してきたことで現場滞在時間の短縮にもつながり、
早期医療機関への収容が確立された。
・適宜、消防水利の修繕を実施した。特に自治会等から要望のある消火栓等の新設・移設・
および修繕を実施し、消防水利の均等配置による円滑な初期消火活動につなげることがで
きた。

・救急キットの配布後、傷病者情報（内服薬・関係者連絡先等）が逐次変更すること
が考えられる。そのため、より実効性のあるものにするには、最新情報の更新作業
等について、関係機関と連携しながら取り組んでいく必要がある。
・費用対効果の面から、街かど消火栓（25ミリ配管）の導入を選択肢に含める必要
性がある。
・消防団との訓練では、実動訓練にとらわれず、地域住民も含めた多様な活動に対
する訓練等の導入も必要である。

◎

○

・救急キットは、平成２９年度の１年間で新規として８０人の配布希望者があり、絶えずニーズがあるものになっている。今後も継続した
広報活動を行う。
・火災予防のためには、日頃から、地域住民を含めた訓練等が必要になっている。消防団との合同訓練は、年間６回実施しており、訓
練を通じて団活動の充実、円滑な活動を図ることができている。

○

▲

×

進捗状況区分 評価 理　由

歳出抑制（歳入確保）の考え方

1
救急キット配布者の情報を、高機能消防指令システムに導入すること
で、不要な容器・紙等の経費削減に努める。

2 街かど消火栓（25ミリ配管）の導入

区分 Ｎｏ． 具体的内容 説明（特定財源、補完・代替措置等）

施策展開の考え方

1
現在の傷病者情報は紙媒体であるため、高機能消防指令システム等
を活用したＯＡ化に向けて実施していくことも検討する必要がある。

2
常備消防車両をはじめ、非常備となる消防団車両の更新が滞ってお
り、早急に更新していく必要性がある。
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■第２次総合計画

１． 総合計画で掲げている施策の基本方針

【参考】施策に関連する個別計画

２． 行政の主な取り組みと構成事務事業一覧

① 水道事業会計

1

2

3

4

5

6

7

② 下水道管理事務事業

1

2

③ 下水道建設管理事務事業

1

事業別予算名・事務事業名・事業内容（実績） 担当課

施設
整備

直
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持

〔配水管布設替工事〕漏水修繕等が集中する区間等(津屋・外浜・馬目)の布設替
L=95.3.3ｍ
〔減圧弁更新工事〕減圧弁（太田・山崎地内）更新・修繕　5基
〔水源地改良工事〕取水ポンプ・計装設備等設置(南濃徳田水源地)　1箇所

⑦維持
確保

実施 関与 施策 今後の

法令 負担 種別 方法 必要性 貢献度

根拠 財政 事業

方向性

Ａ

施策評価表

基本目標 2
安全で快適な　住み良い　まちづくり 所管部局 所管部局長の氏名

【都市基盤・防災・環境】 建設水道部 菱田　一義

施策方針
（めざす姿）

安全で快適な環境づくりに向けて、上・下水道施設の計画的な維持・管理・更新を推進します。また、下水道については、未普及地区の解消に向けて下水道
等の汚水処理施設の整備を推進します。

計画名称 計画概要 策定年月 計画期間 備考

施策 2-7 上・下水道等の整備

海津市下水道計画
生活環境改善、水域の水質保全のため汚水処理区域を定め、各区域に応じ
た処理施設規模、方法、管渠整備を行う計画

各処理区域別
に事業採択時
に策定

採択年度～平
成37年度

海津・北部・中南部・今
尾・三郷処理区は平成
30年度までに事業計画
変更策定

行政の主な取り組み 予算額（単位：千円） 事務事業の概要 評価結果

現状
維持水道施設の維持管理、配水管・給水管の維持管理を行い水道使用者に安定的に水道

水を供給した。

上水道施設建設事業 上下水道課

155,116 138,246 市規定
単費・
地方債

市規定

上水道管理運営事業 上下水道課

675,739
維持
管理

直755,000 単費

維持
管理

直
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持配水ポンプ更新　1台、UPS更新　1基、次亜塩素小出槽修繕　1基、薬注点改良工事

1式

上水道施設更新事業（平田） 上下水道課

11,112 33,360 市規定
単費・
地方債

維持
管理

直
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持

中央監視施設更新　1式、ポンプろ過弁点検　1式、自家発電機整備　1式
配水ポンプ更新　2台、ろ過揚水ポンプ更新　2台、表洗ポンプ更新　1台、取水ポンプ更
新　1台

上水道施設更新事業（海津） 上下水道課

104,134 216,332 市規定
単費・
地方債

維持
管理

直
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持

ワンループコントローラー更新　1式、配水ポンプインバータ更新　1式、高圧受電盤整
備　1式
浄水池水位計更新　2式、自家発電機整備　2式

上水道施設更新事業（南濃） 上下水道課

35,233 58,226 市規定
単費・
地方債

維持
管理

直
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持管路整備(H27/H28年度分)L=3.7ｋｍを更新した。

　※隔年にて更新のため、次回は平成31年度予定。

上水道台帳業務委託事業 上下水道課

3,402 ― 市規定 単費

Ａ
現状
維持

汚水処理施設の維持管理、及び機器設備の修繕、放流水の水質管理等の実施。
使用料・負担金の賦課、徴収及び未納者への戸別訪問・催告等を行い、徴収強化を
行った。
平成32年度に公営企業へ移行に伴う、資産調査・評価の実施。

公共下水道事業 上下水道課

811,033 567,395 市規定 その他
施設
整備

直
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持

汚水処理施設の維持管理、放流水の水質管理等の施設管理の実施。
海津処理区(鹿野・金廻)の整備及び申請に基づき、取付管及びますの設置工事の実
施。
長寿命化計画に基づき南濃中南部浄化センターの監視・計装設備の更新、他施設を
含む機器等の取替工事の実施。
平成32年度に公営企業へ移行予定。

公共下水道運営事業 上下水道課

357,629 313,717 市規定 その他
維持
管理

直
⑦維持
確保

施設
整備

直
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持下水道工事に伴い、支障となった配水管の布設替を行った。

　・HPPE等φ100～φ40　L=1127.6ｍの布設替実施

下水道関連配水布設替事業 上下水道課

46,079 10,559 市規定 単費

維持
管理

直
⑦維持
確保

Ａ 拡大供用開始後3年を経過した区域の未水洗化世帯(31件)に戸別訪問を実施し啓発を行っ
た。
下水道接続(水洗化)検査(128件)を行った。

水洗化普及促進事業 上下水道課

― ― 市規定 ―

H29決算額 H30予算額

海津市水道事業見直基本計画
安全で良質な水道水を安定的に供給するための水道施設更新計画、配水ブ
ロック割整備計画を作成するとともに、期間中のアセットマネジメントの検討を
行う計画

平成27年3月
平成26年度～
平成40年度
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④ 特定環境保全管理事務事業

1

⑤ 農業集落排水施設管理事務事業

1

【参考】個別計画で掲げている目標値

３． 総合計画で掲げている成果指標・目標値

汚水処理人口普及率

４． 施策方針（めざす姿）に対する現状評価

５． 施策の進捗状況の評価［施策方針（めざす姿）の達成に向け、施策がどの程度進捗しているか］

予定以上に進んでいる

予定どおり進んでいる

少し遅れている

大幅に遅れている

６． 今後の施策展開と歳出抑制の考え方（平成30～32年度までの3か年の主な取組）

海津市水道事業見直基本計画

有収率 年間総有収水量／年間総排水量 ％ 78.8 26 81.6 29 89.3 40

Ａ
現状
維持

汚水処理施設の維持管理、放流水の水質管理等の施設管理の実施。
申請に基づき、取付管及びますの設置工事の実施。
農業集落排水(高田・西島地区)を統合するための全体計画の見直し及び機器等の取
替工事の実施。
平成32年度に公営企業へ移行予定。

農業集落排水運営事業 上下水道課

90,097 107,939 市規定
汚水処理施設の維持管理、放流水の水質管理等の施設管理の実施。
申請に基づき、取付管及びますの設置工事の実施。
施設機能診断を踏まえた計画的な改築更新、機器の取替工事の実施。
平成32年度に公営企業へ移行予定。

その他
維持
管理

直
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持

特定環境保全公共下水道運営事業 上下水道課

133,834 105,880 市規定

その他
維持
管理

直
⑦維持
確保

指標名 説明・備考 単位
計画策定時 実績値（現状） 目標値

年度 年度 年度

海津市下水道計画

処理区域内整備面積 ha 1,926.6 17 1573.8 29 1,640.0 37

91.2 H27 92.2 H29 93.2 H33

め ざ す
目 標 値

指標名 単位
計画策定時 実績値（現状） 目標値

年度 年度 年度

％

○
○

▲

×

区分 Ｎｏ．

施策方針（めざす姿）に対する主な成果 施策方針（めざす姿）の達成に向けての課題

・上水道設備については点検結果及び耐用年数等により計画的な更新を実施している。配
水管等施設は下水道事業支障箇所・漏水が集中する区間を耐震性能を有する管への布
設替えを行っている。また、漏水調査、修繕の実施により有収率の向上に繋げることができ
た。
・下水道未普及地区の整備の、及び日常生活や社会活動に重大な影響を及ぼす事故発
生や機能停止を未然に防止するため、浄化センター等の維持管理、機器設備の修繕・更
新を行い、河川などの水質保全・改善を図るとともに、快適で衛生的な生活環境の実現に
繋げている。

・施設設備の老朽化による修繕・更新、また災害に強い施設整備が求められてい
るが、人口減少等、社会環境変化に伴い使用水量の減少による料金収入の増加
が見込めない状況の中、より効率的な事業運営、施設維持が求められている。
・汚水処理施設整備構想の実現（より効率的・効果的な施設整備の推進）に向け、
浄化槽設置に対する助成を充実させることが必要となる。

進捗状況区分 評価 理　由

　水道について計画的な施設の更新を行っており有収率も徐々に改善されており安全で良質な水道水を供給している。
　下水道については、下水道事業管渠工事施工により汚水処理人口普及率が向上している。さらに効率的な整備手法の検討をした
汚水処理施設整備構想を策定した。

歳出抑制（歳入確保）の考え方

1

下水道ストックマネジメント計画、及び総合地震対策計画に基づく、計
画的な施設の改築更新、及び耐震化を実施により、ライフサイクルコ
スト最小化を図る。合わせて、交付金の活用により、財源確保に努め
る。

2
上水道事業について包括的な業務委託等の民間活用の検討を行う。
既策定済みの計画等を基にし施設設備更新を計画的に実施する。国
県補助金を精査し活用する。

具体的内容 説明（特定財源、補完・代替措置等）

施策展開の考え方

1
下水道事業は事業の健全性を維持していくために、より効率的・効果
的な施設整備手法の選定や、既存の集合処理施設の適正な維持管
理・更新を図る。

2
上水道事業については、経営戦略を策定し総合的な推計に基づく投
資財政計画により運営を行う。漏水調査を今後も行い、有収率の向上
に努める。

◎
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■第２次総合計画

１． 総合計画で掲げている施策の基本方針

２． 行政の主な取り組みと構成事務事業一覧

① 社会教育総務事務事業

1

② 市の公園施設管理事業

1

③ 県の公園施設管理事業

1

３． 総合計画で掲げている成果指標・目標値

平田リバーサイドプラザ　おもしろ自転車利用者数

４． 施策方針（めざす姿）に対する現状評価

５． 施策の進捗状況の評価［施策方針（めざす姿）の達成に向け、施策がどの程度進捗しているか］

予定以上に進んでいる

予定どおり進んでいる

少し遅れている

大幅に遅れている

６． 今後の施策展開と歳出抑制の考え方（平成30～32年度までの3か年の主な取組）

施策 2-8 公園・緑地の整備
教育委員会事務局 伊藤　一人

施策評価表

基本目標 2
安全で快適な　住み良い　まちづくり 所管部局 所管部局長の氏名

【都市基盤・防災・環境】 建設水道部 菱田　一義

施策方針
（めざす姿）

市民の交流促進、都市における防災機能の向上等の多様な観点から、誰もが気軽に利用でき、憩いの場となる公園・緑地の整備を推進します。

行政の主な取り組み 予算額（単位：千円） 事務事業の概要 評価結果

事業別予算名・事務事業名・事業内容（実績） 担当課
根拠 財政 事業 実施 関与 施策 今後の

法令 負担 種別 方法 必要性 貢献度 方向性
H29決算額 H30予算額

⑦維持
確保

Ａ
現状
維持庭田山頂公園及び養老山頂登山道を快適に利用できるように施設等の管理の実施。

⑦維持
確保

Ａ
現状
維持市内の都市公園等を利用者が快適・安全な利用のための遊具の点検、植栽等管理の

実施。

県の公園施設管理事業（自然公園等維持管理事業） 住宅都市計画課

873 991 なし 県一部

市の公園施設管理事業（都市公園等維持管理事業） 住宅都市計画課

44,078 42,082 なし 単費
維持
管理

委

維持
管理

委

施設
整備

補
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持補助金交付要綱に基づき、補助対象額が10万円以上の整備事業費に対して、３分の２

の額を補助金として交付。

ちびっこ広場整備補助事業 社会教育課

377 500 市規定 単費

6,376 H27 4,114 H29 8,000 H33

め ざ す
目 標 値

指標名 単位
計画策定時 実績値（現状） 目標値

年度 年度 年度

人

◎

▲
○

▲

×

区分 Ｎｏ．

施策方針（めざす姿）に対する主な成果 施策方針（めざす姿）の達成に向けての課題

【住宅都市計画課】
・公園を快適に利用していただけるように、年間を通して適正に維持管理を行った。

【社会教育課】
・市内ちびっこ広場の安全維持・整備に対して補助金を交付することにより、施設の充実と
安全性の向上を図る。

【住宅都市計画課】
・施設の利用者の増加

【社会教育課】
・ちびっこ広場は自治会等の管理であるため、自治会の財源確保等の理由によ
り、危険遊具の修繕等が遅れることがある。

進捗状況区分 評価 理　由

　誰もが気軽に利用できるちびっこ広場については、各自治会長等へ遊具の状況報告を行っており、安全維持・整備の判断をし整備
及び管理が行われている。
　しかし、公園を快適に利用していただけるように、年間を通して適正に維持管理ができているが、おもしろ自転車利用者数が目標に
達していない。

歳出抑制（歳入確保）の考え方

1
遊具点検の結果により、補修等が必要な場合、利用度を含め計画的
な撤去・修繕を行う。（住宅都市計画課）

具体的内容 説明（特定財源、補完・代替措置等）

施策展開の考え方

1
平田公園・平田リバーサイドプラザへの誘客を促進するため、地域に
根差したイベントの行う。（住宅都市計画課）

4
ちびっ子広場の安全維持・整備の必要性を各自治会等に認識してい
ただき、安全管理に努めていただく。（社会教育課）

2
安全かつ快適に安心して利用できるように遊具等の保守点検、植栽
の管理を適切に図る。（住宅都市計画課）

2 隔年による高木剪定を実施する。（住宅都市計画課）

3
自治会長等にちびっこ広場の安全維持・整備の必要性を認識してい
ただく。（社会教育課）
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■第２次総合計画

１． 総合計画で掲げている施策の基本方針

【参考】施策に関連する個別計画

２． 行政の主な取り組みと構成事務事業一覧

① 新エネルギー推進事業

1

2

② 環境衛生事務事業

1

③ 畜犬等管理事業

1

2

④ 公害対策等事業

1

2

⑤ 清掃事業

1

2

⑦ ごみ減量対策事業

1

2

⑧ 不法投棄対策事業

1

施策評価表

基本目標 2
安全で快適な　住み良い　まちづくり 所管部局 所管部局長の氏名

【都市基盤・防災・環境】 総務部 中島　哲之

施策方針
（めざす姿）

木曽三川や水郷地帯、養老山地等、本市独自の豊かな自然環境の保全・再生に努めます。また、環境負荷の低減に向けて、省エネルギー・省資源対策の推
進、ごみの減量・再資源化等を推進します。

計画名称 計画概要 策定年月 計画期間 備考

施策 2-9 自然環境の保全
市民環境部 寺村　典久

一般廃棄物処理基本計画
廃棄物の処理及び清掃に関する法律第6条第1項の規定により、海津市内の
一般廃棄物処理に関する計画

平成29年3月
平成29年度～

平成38年度

海津市環境基本計画
海津市環境条例第8条に基づき、自然豊かで快適な環境の保全及び創出に
関する施策を、総合的かつ計画的に推進するための計画

平成29年3月
平成29年度～

平成38年度

行政の主な取り組み 予算額（単位：千円） 事務事業の概要 評価結果

事業別予算名・事務事業名・事業内容（実績） 担当課 H29決算額 H30予算額
根拠 財政 事業 実施 関与 施策 今後の

法令 負担 種別 方法 必要性 貢献度 方向性

①該当
なし

Ａ
現状
維持・市ＨＰに新エネルギー事業に関する事項を掲載し、啓発を図った。

・国、県からの新エネルギー関連の照会に回答をした。

①該当
なし

Ａ
現状
維持

・ハイブリッド街路灯の適正な維持管理を行った。
　保守点検　年１回（6月～7月実施）
　修繕：３箇所、LED防犯灯への移設：４箇所

新エネルギー啓発事業 企画財政課

0 0 なし ―

ハイブリッド街路灯管理事業 企画財政課

1,018 622 なし 単費
維持
管理

委

内部
管理

直

内部
管理

直
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持・長良川流域環境ネットワーク協議会、郷土の環境を守る会、環境推進協会に参加し

環境の改善を協議する。

環境衛生管理事業 環境課

1,425 680 なし 単費

サー
ビス

直
⑥権利
保護

Ａ
現状
維持・市報等を通じて、畜犬登録と狂犬病予防注射の実施を周知徹底する。

・狂犬病予防集合注射を実施する。

畜犬登録事業 環境課

369 384 義務 その他

サー
ビス

直
⑥権利
保護

Ａ
現状
維持

・保健所や地元と協力して野犬を捕獲し、飼い主がいる犬については返還する。
・犬猫避妊補助手術を行なった者に補助金を交付する。
（H29実績　犬　雄16件　雌25件　猫　雄27件　雌62件）

野犬対策事業 環境課

553 466 なし 単費

内部
管理

委
⑥権利
保護

Ａ
現状
維持

・公共水域調査を、市内２３箇所選定し年４回実施する。

公共水域調査事業 環境課

540 584 なし 単費

サー
ビス

直
⑥権利
保護

Ａ
現状
維持

・苦情（騒音、振動、臭気）を受け原因者に対し指導をする。

公害対策事業 環境課

449 800 なし 単費

サー
ビス

補
②特定

サ
Ａ

現状
維持・区や自治会が施設整備するごみ集積所に対して補助金を交付する。

（H29実績　全面改築2件　修繕6件）

ごみステーション施設整備補助事業（ごみ集積所施設整備事業） 環境課

391 500 市規定 単費

サー
ビス

負
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持・南濃衛生施設利用事務組合（１市２町）に処理をお願いする。

・西南濃粗大廃棄物処理組合（２市６町）に処理をお願いする。

ごみ処理事業 環境課

615,673 611,945 義務 その他

サー
ビス

補
②特定

サ
Ｓ

現状
維持

・市内各世帯から排出される生ごみ減量化対策、堆肥としての資源化を図るため、電
気式生ごみ処理機及び生ごみ処理器の設置者に補助金を交付する。
（H29実績　電気式4基　コンポスト18基）

生ごみ処理対策事業（生ごみ処理機器設置事業） 環境課

122 450 市規定 単費

サー
ビス

補
②特定

サ
Ｓ

現状
維持

・廃棄物の再資源化として再生可能な分別回収事業を実施した団体等に奨励金を交
付する。
（H29実績　118団体　359件　910t回収）

資源回収事業（資源リサイクル活動支援事業） 環境課

6,343 7,440 市規定 単費

サー
ビス

直
⑥権利
保護

Ａ
現状
維持

・市民及び環境パトロール員からの不法投棄の通報により、不法投棄物の適正処理を
行う。
・区や自治会より不法投棄の頻繁にある箇所に対して看板を交付する。
・市内一斉美化運動を実施する。

不法投棄対策事業 環境課

5,099 5,611 市規定 単費
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⑨ ごみ収集事業

1

⑩ リサイクル対策事業

1

2

⑪ 処分場管理事業

1

⑫ し尿・浄化槽対策事業

1

2

⑬ 西勝賀浄化槽管理事業

1

【参考】個別計画で掲げている目標値

３． 総合計画で掲げている成果指標・目標値

家庭系ごみ１人１日あたり排出量
エコドーム資源搬入量

４． 施策方針（めざす姿）に対する現状評価

５． 施策の進捗状況の評価［施策方針（めざす姿）の達成に向け、施策がどの程度進捗しているか］

予定以上に進んでいる

予定どおり進んでいる

少し遅れている

大幅に遅れている

サー
ビス

委
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持・一般廃棄物処理計画に基づき、各家庭から排出される一般廃棄物の収集を行う。

(H29実績　家庭系ごみ1人1日あたり排出量430g)

ごみ収集事業 環境課

79,939 88,906 義務 その他

サー
ビス

委
⑦維持
確保

Ｓ
現状
維持・資源ごみ（缶、ビン、ペットボトル、発砲スチロール・トレイ、小型家電、小型金物）の収

集を行う。

資源ごみ収集事業 環境課

73,105 79,174 義務 その他

維持
管理

直
②特定

サ
Ｓ

現状
維持

・管理棟施設の維持管理を行う。
・リサイクル資源の回収を行う。
（H29実績　搬入量264t）

エコドーム管理事業 環境課

8,431 8,939 なし その他

維持
管理

直
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持・最終処分場の搬入管理、場内清掃・整備を行う。

・処分場の水質検査を実施する。

処分場管理事業 環境課

8,070 9,608 義務 単費

内部
管理

直
⑦維持
確保

Ａ
現状
維持

・浄化槽普及促進協議会、西南濃浄化槽管理協議会に参加し、施策の多様化を検討
する。
・毎月1回清掃業者と連絡調整会議を開催し、情報交換や故障の早期対応をする。

し尿・浄化槽対策事業 環境課

229 172 なし 単費

サー
ビス

補
②特定

サ
Ａ

現状
維持

・合併処理浄化槽を設置する者及び合併処理浄化槽から下水道へ接続する者に補助
金を交付する。
（H29実績　設置補助4件　接続補助2件）

浄化槽補助事業 環境課

2,410 1,900 国規定
国県
一部

維持
管理

委
②特定

サ
Ａ

現状
維持

・西勝賀団地と集会所の浄化槽使用料を賦課・徴収する。
・維持管理として保守・清掃・法定検査を実施する。
・故障のおそれがある箇所について、点検を行う。

西勝賀浄化槽管理事業 環境課

1,914 2,399 なし その他

指標名 説明・備考 単位
計画策定時 実績値（現状） 目標値

年度 年度 年度

海津市第２次環境基本計画

ボカシ処理容器貸出数 基 21 H27 19 H29 30 H38

海津市第２次一般廃棄物処理基本計画

再生利用率 ％ 22.2 H27 20.4 H29 24.0 H38

H29 950 H38

め ざ す
目 標 値

指標名 単位
計画策定時 実績値（現状） 目標値

年度

最終処分量 ｔ 989 H27 1120

年度 年度

ｇ 414 H27 430 H29 400 H33

◎

▲

 　新エネルギーの推進と啓発としてハイブリッド街路灯がその役割を果たしてきたが、今後の更新に向けて、LED防犯灯との費用対
効果を比較検討する必要がある。
　また、ごみの資源化・減量化については、平田地区において、生ごみの堆肥化施設が老朽化のため、平成28年度末で廃止したこと
とにより、平成29年度燃やせるごみの量が増加した。また、平成28年度末までビニール・プラスチック類ごみとして回収していたが、ご
みの資源化を図るためプラスチック製容器包装として回収を開始した。しかし、不適物の量が多く、また回収量が少ないため、ごみの
資源化が進まず、家庭系ごみ１人１日あたりの排出量を減らすことができなかった。

○

▲

×

H33

施策方針（めざす姿）に対する主な成果 施策方針（めざす姿）の達成に向けての課題

・環境負荷の低減に向けて、省エネルギー・省資源対策の推進のために、ハイブリッド街路
灯の適切な維持管理をすることができた。
・ごみの資源化のため、平成29年4月からプラスチック製容器包装の回収を、平成29年11
月から小型家電の回収を開始した。

【企画財政課】
・ハイブリッド街路灯は環境負荷の低減に向け省エネルギー・省資源対策の推進
のために維持していくことは、市の取り組みとして大変良いことではあるが、経年
による不具合が多発するようになってきているので、今後の維持管理費が課題で
ある。

【環境課】
・ごみの資源化・減量化を進めるため、リサイクル事業奨励金や生ごみ処理機器
設置事業補助金の制度について周知し、またエコドームの利用拡大を図る必要が
ある。

進捗状況区分 評価 理　由

ｔ 312 H27 264 H29 330
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６． 今後の施策展開と歳出抑制の考え方（平成30～32年度までの3か年の主な取組）

区分 Ｎｏ． 具体的内容 説明（特定財源、補完・代替措置等）

施策展開の考え方

1
ハイブリッド街路灯については、新エネルギー推進の観点からも、適
切な維持管理を行う。（企画財政課）

維持管理コストを抑制するためにLED防犯灯への転換を
検討する。

2
ごみ減量推進員と連携を図り、地区のごみの適正な排出やごみの減
量化につなげる。（環境課）

3
現状のごみ減量のための補助金の是非や補助金額を検証し、補助金
の見直し図る。（環境課）

3
集団回収やエコドームでの回収によるごみの資源化、家庭での生ご
みの堆肥化を推進し、ごみの減量化につなげる。（環境課）

歳出抑制（歳入確保）の考え方

1
今後修繕が発生した場合には、ＬＥＤ防犯灯との取り替えを併用して、
歳出抑制に取り組む。（企画財政課）

修繕発生時には、ハイブリッド街路灯から、ＬＥＤ防犯灯
への代替え措置も検討する。

2
小型金物・小型家電の回収を開始し、ごみの資源化・減量化を図る。
（環境課）
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